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住宅資産保有形態に関する理論的考察 
～なぜ空き家が続くのか～ 

東北大学経済学研究科　教授 
高齢経済社会研究センター長　吉田　浩 

 

 

1.はじめに 

本稿の目的は、一般個人の住宅資産保有形態に関するモデルを構築し、理論的考察を行

うことである。図1は、『住宅土地統計調査』による、空き家率（住宅のうち、居住者がいないもの）

の比率を示したものである。 

 

　　図1　空き家率の推移 

 

出所：平成30年『住宅・土地統計調査』（国土交通省）結果、時系列統計表　第１－１表　居住世帯の有無(9区分)別住宅数
及び建物の種類(5区分)別住宅以外で人が居住する建物数―全国(昭和23年～平成30年) 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031959512&fileKind=0 
　より作成。横軸:年、縦軸空き家率（住宅のうち、居住者がいないものかつ空き家）%。 
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図1を見ると、時系列的に居住者のいない住宅の比率が増加していることがわかる。少子化

による人口減少、経済成長の低迷により、住宅需要が減少している可能性が想定されるが、家

賃水準そのものは大きく下落しているわけではない（図２）。 

 

図2　消費者物価指数における家賃の推移 

 

出所：「2015年基準消費者物価指数」、長期時系列データ（総務省）〔2020年1月24日公表〕。横軸:年、縦軸：
2015年＝100とした、家賃（持家の帰属家賃を除く）指数。http://www.stat.go.jp/data/cpi/historic.html#zenkoku 

 

このことは、空き家の一部が賃貸に出しても借り手が見つからないことによる空き家ではな

く、もともと市場に出されない自発的・意図的な空き家である可能性を示唆する。このために、空

き家は増えても賃貸市場と切り離されているため、家賃には大きな影響を及ぼしていないという

こととなりうる。以下では不動産という資産に関して、個人の保有形態に関するモデルを構築す

ることとする。 
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2.基本モデル 

　2.1 諸変数の定義 

ここで個人は、V1の価値の住宅資産を保有し、来期までの期待利益を最大化するべく、今

期の資産保有形態を検討するとする。資産の保有形態はA:空き家またはB:賃貸住宅として貸

し出す2つの方法があるとする。賃貸住宅として貸し出した場合の当期の収入は資産価値V1の

一定割合d とする 。このため、今期の期待賃貸収入D1は、 1

 

D1＝d V1​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (1) 

 

となり、この間の資産の保有コストをC1とする。C1は資産価値に関わりない固定コストFC1と資産

価値に関連する変動コストVＣ１からなり、 

 

C1＝FC1+VＣ１​​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (2) 

 

によって表されるとする。次期の資産価格をV2とし、資産価格の上昇率をgとすると、 

 

V2＝g V１​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (3) 

 

となる。来期には、この不動産保有者はこの資産を売却できるものとする。 

 

2.2　期待収益の定義 

　　ここで、今期はA:空き家によって不動産を保有し、次期の売却した場合の今期末の収益πA

は、 

 

1 このことは、毎期の収益をD、割引率をrとしたときの当該資産の割引現在価値V=D/rにもとづく。 
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​ πA​ ＝V2-（FC1+VＣ１） 

​ ​ ＝g V1-（FC1+VＣ１）​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (4) 

​  

と表される。空き家の場合は居住人の立ち退き等の手間がないため、FC1=0とすると、 

 

πA​ ＝ g V1-VＣ１​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (5) 

 

となる。これに対して、今期はB:賃貸として貸し出すとした場合の来期の期待収益πBは、 

 

πB​ ＝(V2+D1)-（FC1+VＣ１） 

​ ​ ＝(g V1+D1)-（FC1+VＣ１）​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (6) 

 

となる。FC1は賃貸に貸し出した場合に、売却時に生じる立ち退きのコストを表すとする。ここ

で、D1＝d V1の関係から、 

 

πB​ ＝(g V1+D1)-（FC1+VＣ１） 

​ ＝ g V1+d V1-（FC1+VＣ１） 

＝ （g +d )V1-（FC1+VＣ１）​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (7) 

 

と表される。ここから、不動産保有者は、πAとπBを比較して、今期の資産保有の決定を行うも

のとする。そこで、 

 

​ ​ R＝πA／πB​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (8) 

 

と定義すると、 
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​ ​ R=(g V1-VC1)/{(g+d)V1-(FC1+VC1)} 

 

となる。ここで、資産価値に関連した保有費用として、税率τの固定資産税を想定すると、​  

 

VC1＝τV1​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ (9) 

 

と表すことができる。従ってRは、 

​  

R＝(gV1-τV1)/(V1(g+d)-τV1-FC1) 

​ ​ 　＝{(g -τ)V1}/{(g-τ+d)V1-FC1}​ ​ ​ ​ ​ ​ (10) 

 

となる。 

3.　比較静学 

上記で得られた、収益上空き家保有の有利度を考慮するための指標Rを諸変数で偏微分し

て比較静学を行い、空き家率の決定要因に関する実証分析を行う際の符号予測を行う。 

表１　諸変数とその予測符号 

変数 偏微分 

V1：現在の地価水準 ∂R/∂V1＝-(FC1 (g-τ))/(V1(g+d-τ)-FC1)
2 

(g>τのとき、負となり、地価の高い場所は空き家は少なくなる) 

τ：固定資産税率 ∂R/∂τ＝-(V1 (dV1-FC1))/(V1(g+d-τ)-FC1)
2 

(不動産賃貸料収入dV1>FC1のとき、負となり、固定資産税率の高
い場所は空き家は少なくなる) 

d:不動産資産収益率 ∂R/∂d＝-(V1
2(g-τ))/(V1(g+d-τ)-FC1)

2 
（g＞τのとき、不動産の収益率が高い、都市地域では、空き家率
は低くなる。） 
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一般個人の認知症者との接触状況について 
 

東北大学経済学研究科 

助教　陳鳳明 

 

1.​ はじめに 

　最近、認知症予防は話題になっており、関連グッズが人気を集めている。東北大学加齢医学

研究所川島隆太教授が監修した任天堂スイッチ『脳を鍛える大人のトレーニング』が2019年12

月27日に発売され、大ヒットした。このような関連グッズを用いて、早い段階で認知症予防対策

を講じると、認知症の発症を遅らせることができると期待されている。しかし、40歳から脳の老化

が進んでおり、認知症の症状が現れてから診断されるまで通常15～20年がかかる1）。したがっ

て、強いインセンティブがなければ、短期的に予防活動を持続させるのは可能かもしれないが、

長期にわたり、相当難しいと考えられる。いかに人々の行動変容を起こして、健康なライフスタイ

ルを形成させるかは、社会科学者にとっては喫緊の課題である。 

　金銭的報酬を払うことで、行動変容の目的を達成できるが、現実性から見ると、極めて困難で

ある。個人にとって自らの周りの人が認知症になると、その認知症者との接触を通じて、認知症

の症状や介護の負担などを認識できる。このため、個人にとってこのような認知症との接触歴が

あれば、自らライフスタイルを変えて、認知症の発症を遅らせる行動を取る可能性が高いと言え

る。 
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　本稿では、本センターで独自に実施したオンラインアンケート調査の個票データを用いて、一

般個人の認知症者との接触状況を考察する。 

2.​  データ 

2018年3月末に、東北大学スマート・エイジング学際重点研究センターの協力を得て、東北

大学大学院経済学研究科高齢経済社会研究センターが「認知症リスク要因に関するアンケー

ト調査」（以下、アンケート調査と称する）を実施した注1）。Web調査を通じて、事前に登録してい

たモニタ（会員）より3,708の回答を集めた。ここでは、モニター登録者という制約はあるものの、

限られた時間と財源の下で、均等に男女別年代別に回答者を抽出している。当調査は個々人

の生活スタイルや健康状態、認知症患者との接触歴などの内容を網羅している。陳他（2018）

は詳細な調査結果をまとめているので、参照されたい。 

3.​  認知症患者との接触状況について 

　認知症患者との接触状況については、本調査の中で「Q11.あなたが今までに認知症の人と

接した経験をお答えください」という質問に対して、 

1.家族の中に認知症の人がいる（いた）、 

2.親戚の中に認知症の人がいる（いた）、 

3.近所付き合いの中で、認知症の人と接したことがある、 

4.医療・介護の現場以外の仕事を通じて、認知症の人と接したことがある、 

5.街中など、たまたま認知症の人を見かけたことがある、 

6.今まで、直接に認知症の人と接したり見かけたりしたことはない、 

7.上記の中に当てはまるものはない 
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という7つの選択肢を用意している。3,708名の回答者のうち、13名の回答は矛盾が存在してい

るため、集計から外した注2）。 

表1は認知症者との接触状況をまとめたものである。表1を見ると、家族の中にあるいは親戚

の中に認知症の人がいる（いた）と回答している割合は29.34%であり、約３割の回答者にとって

は、認知症は身近な存在であると言える注3）。次に居住地付近や仕事を通じて認知症者と接触

した履歴があると答えている人の割合は26.47％である注4）。両者を合わせると、約半数の回答

者は何らかの形で認知症者と接触したことが分かっている。 

表1　認知症者との接触状況（複数回答） 

  N ％ 

1.家族の中に認知症の人がいる（いた） 644 17.43 

2.親戚の中に認知症の人がいる（いた） 562 15.21 

3.近所付き合いの中で、認知症の人と接したことがある 350 9.47 

4.医療・介護の現場以外の仕事を通じて、認知症の人と接したことがある 326 8.82 

5.街中など、たまたま認知症の人を見かけたことがある 525 14.21 

6.今まで、直接に認知症の人と接したり見かけたりしたことはない 704 19.05 

7.上記の中に当てはまるものはない 1,217 32.94 

合計 3,695 　　- 

出典：認知症リスク要因に関するアンケート調査により、筆者集計。 

4.​ 食生活習慣との関係 
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　何らかの形で認知症患者と接触したことがあれば、認知症患者及びその家族の介護負担へ

の理解を深めることができると考えられる。そして、認知症にならないあるいは認知症になる時

期を遅らせるために、積極的に認知症予防活動に自ら取り組む可能性が高くなる。 

　先行研究により、食生活習慣や食品の摂取状況は有意に認知症の発症と関連していると指

摘されている（Kai et al., 2015; Morris et al., 1989; Ogawa, 2014）。ここで食生活習慣、食品の

摂取状況と認知症患者との接触状況の関係を確認する。食生活習慣と食品の摂取頻度につ

いては、Chen and Yoshida(2019)を参考しながら本稿の独自調査のデータを用いて計算されて

いる。 

4.1　食生活習慣 

　日頃の食生活習慣に関しては、10種類の食生活習慣から 1.ゆっくりよく噛んで食べるよう心

がけていること、 6.朝食・昼食・夕食の3食をきちんと食べるように心がけていること、10.1日の総

摂取カロリーを考えて食事をしていることを良い生活習慣と見なし、答えの選択肢は、全くしな

い(1点)、あまりしていない(2点)、 ときどきそうしている(3点)といつもそうしている(4点)と設定して

いる。これに対して、 残りの７項目(2.食事の時はテレビや本、 新聞、スマートフォンなどを見な

がら食べていること、3.お菓子ばかり食べて食事をしないこと、 4.好きな物だけを食べているこ

と、5.夜中によく食事をとっていること、 7.ジュースや炭酸飲料をよく飲むこと、8.インスタント食

品やファーストフードをよく食べていること、 9.味付けの濃いものや辛みの強いものを食べてい

ること)はすべて悪い食生活習慣として、答えの選択肢は、いつもそうしている(1点)、ときどきそう

している(2点）、あまりしていない(3点)と全くしない(4点)のように設定している。日頃の食生活習

慣を10項目の合計点数として作成している（丸で囲まれた数字は調査票の質問の順番を表

す。以下も同じである。）。 

4.2　食品の摂取頻度 
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　食品の摂取頻度（10項目）に関しては、健康に資するとされる食品の摂取頻度が高ければ高

いほど、良い食生活習慣と評価できる。したがって、本研究では 1.魚・シーフード、 2.野菜、 3.

果物、7.豆類（細豆、枝豆、煮豆など）、8.カレーと10.緑茶を健康に資する食品にして、 質問ご

とに6つの選択肢を用意し、 ほとんど摂取しない/摂取しない(1点)、年に数回程度(2点)、月に1

回程度(3点)、週に1回～2回程度(4点)、週に3回～5回程度(5点)とほぼ毎日(6点)と定義してい

る。これらに対して、 残りの4項目の食品（4.「フライ」や「から揚げ」などの油を使った食品、 5.漬

物、佃煮、ご飯の友などの塩辛いもの、6.マーガリン・ショートニング・ 菓子パン、9.肉料理）を過

剰に摂取すれば健康を損なう可能性のある食品と仮定し、 質問ごとに6つの選択肢も用意し

た。ここでは、ほぼ毎日(1点)、 週に3回～5回程度(2点)、 週に1回～2回程度(3点)、 月に1回

程度(4点)、 年に数回程度(5点)とほとんど摂取しない/摂取しない(6点)と設定し、摂取をさける

ことにも点数を高くしている。ここでも日頃の食生活習慣のケースと同様に、 食品の摂取頻度も

単純に10項目の合計点数として計算している。 

4.3　平均値の差の検定結果 

　表2は認知症患者との接触状況別の食生活習慣と食品の摂取頻度の平均値の差の検定結

果をまとめたものである。認知症患者との接触状況については、表1で挙げた選択肢のうち、家

族の中にあるいは親戚の中に認知症の人がいる（いた）という形で認知症患者と接触した回答

者をグループAとして分類し、他の回答者をグループBとして分類する。 

　まず、食生活習慣の検定結果を見ると、AグループとBグループの平均得点はそれぞれ28.23

ポイントと27.85ポイントであり、両者の間に0.38ポイントの有意差があることが分かる。この結果

は我々の予測と一致しており、身近な人が認知症になれば、その人の生活状況や家族の介護

の大変さへの理解を高めるため、回答者自ら予防活動を実施する可能性が高い。次に、食品

の摂取頻度の分析結果をみても、家族や親戚の中に認知症者に接触したことがあると答える回
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答者はそうでない回答者に比べ、健康志向が強いことが分かる（0.44ポイントの有意差があ

る）。 

表2　認知症患者との接触状況別の食生活習慣と食品の摂取頻度の平均値の差の検定結果 

  認知症患者との接触状況 
（グループ分け） 

平均値 N グループ 
間の差 

1.食生活習慣 
（ポイント） 

A 家族や親戚との接触あり 28.23 1,084 A-B 

B 家族や親戚との接触なし 27.85 2,611 0.38*** 

2.食品の摂取
頻度（ポイント） 

A 家族や親戚との接触あり 37.68 1,084 A-B 

B 家族や親戚との接触なし 37.24 2,611 0.44*** 

注：1.認知症リスク要因に関するアンケート調査により、筆者集計。2.***は1％水準で平均値の差が有意であることを

示す。3.食生活習慣と食品の摂取頻度については、点数化され、高い点数は良い生活習慣を表している。 

5.​ まとめ 

　本稿では、独自アンケート調査のデータを用いて、認知症患者との接触状況、そしてこの接

触状況別の食生活習慣と食品の摂取頻度の平均値の差の検定結果を比較した。認知症の症

状が現れてから診断を受けるまで、通常15～20年がかかる。このため、認知症予防は強いイン

センティブがないと、長期にわたり、続かない恐れがある。ここで、認知症患者との接触状況に

注目している。分析結果としては、認知症患者との接触歴がある回答者はそうでない回答者に

比べて、食生活習慣と食品の摂取頻度の平均得点が有意に高くなっていることが分かる。つま

り、認知症患者との接触があれば、自ら食事習慣や食品の摂取頻度に気を付けながら健康志

向を持つように暮らしている。当然、現段階の分析では、他の要因を考慮せずに実施されたも

のであるため、今後詳細な分析が求められている。 
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注： 

1. 調査を実施する前に、東北大学大学院経済学研究科の研究倫理審査委員会より承認を得

た。 

2. 具体的には、選択肢1番と6番を同時に回答している8名、選択肢2番と6番を同時に回答して

いる1名、選択肢3番と6番を同時に答えている3名、選択肢5番と6番を両方選択している1名の

合計13名である。 

3. 「1.家族の中に認知症の人がいる（いた）」あるいは「親戚の中に認知症の人がいる（いた）」と

答える回答者の割合を指す。 

4.「3.近所付き合いの中で、認知症の人と接したことがある」、「4.医療・介護の現場以外の仕事

を通じて、認知症の人と接したことがある」と「5.街中など、たまたま認知症の人を見かけたことが

ある」の3つの選択肢のうち、いずれかを「はい」と答える回答者の割合を計算したものである。 

謝辞：本研究は、JST、COI、JPMJCE1303の支援を受けたものである。 
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2.陳鳳明, 吉田浩, 林承煥（2018）「認知症リスク要因に関するアンケート調査（基本集計結果）」TERG Discussion 

Papers, No.386. 

　http://www.econ.tohoku.ac.jp/econ/dp/terg/terg386.pdf 

3.CHEN FM, YOSHIDA H.(2019). “Lifestyle Habits and the Risk of Dementia: Evidence 

from a Questionnaire Survey of 3,700 Japanese People”, unpublished. 
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ポストコロナにおける働き方の一考察 
柔軟な働き方は精神的健康にどのような影響を及ぼすか？文献レビュー 
 

東北大学経済学研究科 
助教　岡庭　英重 

 
１．はじめに 

新型コロナウィルスの世界的流行は、私たちの日常生活に大きな変化をもたらした。特に、感

染防止を目的としたテレワークや時差通勤など、柔軟な働き方に対する社会的要請が一層高

まっている。従来より、働き方改革の一環として在宅勤務や裁量労働制、フレックスタイム制など

が推し進められてきたが、これらが人々の精神的健康を向上させているかどうかについては、諸

外国の研究成果をもとに詳細に検証する必要がある。以下では、その端緒として、働き方の柔

軟性が精神的健康に及ぼす影響について、ポジティブな影響とネガティブな影響に関するいく

つかの研究結果を概観し、ポストコロナに向けた働き方に関する考察を行う。 

２．働き方の柔軟性のポジティブな側面 

　以下では、働き方の柔軟性について、(1)時間（いつ働くか、何時間働くか）、(2)場所（どこで

働くか）、(3)仕事の進め方（仕事をどう進めるか、意思決定権があるか）の観点から、精神的健

康へのポジティブな影響に関する研究結果を概観する。 
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２．１　働く時間に関する柔軟性 

　スウェーデンのソーシャルワーカーに対する縦断調査を利用した研究では、労働時間の短縮

が睡眠やストレス、記憶障害、消極的感情、眠気、疲労、体力の消耗などの指標を低下させ、

精神的健康に対してポジティブな影響を及ぼすことがわかった（Barck-Holst,2015）。アメリカの

National Study of the Changing Workforceのデータを利用した研究においても、フレックスタイ

ム制など時間的融通が利く制度を多く採用している企業の従業員は、ストレス度が低く仕事へ

のコミットメント（同じ仕事を続けるインセンティブや雇用主・会社に対する忠誠心）のレベルが高

いことがわかっている(Halpern, 2005）。さらに、Costa et al. (2006)では、EUのThird European 

Survey on Working Conditionsを利用して、組織ベースの変動性（残業、シフト勤務などの会社

が決めたフレックスタイムオプション）と個人ベースの柔軟性（各従業員が自分でスケジュールを

コントロールすること）を区別して、重回帰分析を行った。これによれば、組織ベースの変動性が

高く、個人ベースの柔軟性が低い場合に、精神的健康度や幸福度が低くなることが示された。

このことから、労働時間に関する柔軟性は、労働者がそれを自律的に決定できるかどうかが重

要なファクターになることがわかる。 

２．２　働く場所に関する柔軟性 

　オランダ人従業員の調査データを用いた研究（Peters et al., 2009)では、働く場所を自己決

定できる柔軟性が、労働者のワークライフバランスに良い影響を与えていると結論付けた。特に

女性の場合、勤務地を自由に選べることでワークライフバランスが改善している。同様に、アメリ

カのStudy of Early Child Care and Youth Development を利用した固定効果モデルを用いた

研究では、出産後の女性の抑うつ度の変化を分析している（Shepherd-Banigan et al., 2015)。
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その結果、在宅勤務の女性について、出産後6か月から24か月の間で抑うつ症状のスコアが有

意に減少することがわかった。 

　また、在宅勤務が進むと、勤務先に通勤する必要が無くなるという影響もある。通勤時間が健

康に及ぼす影響については、イギリスのVitalityHealth社の調査(2017)によると、通勤時間が30

分未満の労働者と1時間超の労働者を比較すると、後者でうつ病のリスクが33％高くなり、仕事

関連のストレスが12％高くなり、1日7時間の睡眠をとる可能性が46％低くなり、肥満になるリスク

が21％高くなることが示されている。働く場所に関する柔軟性が増し、通勤時間がなくなること

で，このような不健康となるリスクが低減できることも、柔軟な働き方のポジティブな側面の1つと

考えられる。 

２．３　仕事の進め方・手順に関する柔軟性 

　公衆衛生に関する１２のデータベースを利用したイギリスの研究（Joyce, 2010）によれば、仕事

の進め方・手順に関する柔軟性を高め、労働者がより多くの選択やコントロールを行うことがで

きるようになると、睡眠の質、疲労感、注意力、血圧、精神的健康に対してポジティブな効果をも

たらすことを示した。また、イスラエルの看護師のサンプルを使用した研究では、スケジュール

管理の柔軟性が仕事の満足度や組織へのコミットメントを高め、バーンアウト（燃え尽き症候群）

を減らす可能性があることを指摘している（Krausz et al., 2000）。加えて、アメリカの研究（

Mausner-Dorsch and Eaton, 2000）では、国立精神保健研究所のEpidemiologic Catchment 

Area Programの参加者への調査データを利用して、うつ症状や大うつ病エピソードなどの有病

率への影響を分析した。その結果、仕事の要求度が高いにもかかわらず、意思決定権が低い

職種の労働者は、これらの精神疾患の有病率が有意に高いことがわかった。1994〜2005年ま

でに報告された文献に関するメタアナリシスにおいても、意思決定の低さが一般的な精神障害

のリスクを高めると結論付けている（Stansfeld and Candy, 2006)。 
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　また、アメリカの大企業（IT産業）の労働者867人を対象とした研究（Moen, 2016)では、従業員

の働き方の自律性を確立するような組織的介入を行うことで、従業員の幸福度が向上するかを

検証している。具体的には、 (1)従業員の労働時間とスケジュールの管理能力を高めること、(2)

上司が仕事と家庭生活をサポートしてくれているという従業員の感覚を高めることを目標としたト

レーニングプログラム（STAR; Support, Transform, Achieve, Results)を実施し、このような職場

の変化が従業員の主観的指標（バーンアウト、仕事の満足度、知覚ストレス、心理的苦痛）にど

のような影響を与えているのかを分析した。この結果、STARが女性の心理的苦痛と知覚ストレ

スを減少させ、非管理職の従業員の仕事満足度を向上させることを示している。この研究は、

組織レベルの取組によって、従業員の福利厚生を促進することができることを実証している。 

３．働き方の柔軟性のネガティブな側面 

　イギリスの研究(Kelliher and Anderson, 2010)では、柔軟な働き方によって仕事の集中・激化

が進む可能性を指摘している。この研究では、イギリスの多国籍企業（IT産業、製薬業、コンサ

ル業）を対象に、裁量権を有する可能性の高い専門職の労働者に対し、アンケート調査(2,066

人)と面接調査(37人)を行った。アンケート調査結果をもとに、フレキシブルワーカーとノンフレキ

シブルワーカーの仕事満足度及び組織へのコミットメントに対する平均値の差の検定を行い、

定量的な比較を行っている。その結果、フレキシブルワーカーはノンフレキシブルワーカーより

も仕事満足度と組織へのコミットメントが高く、短時間労働者の場合はストレスレベルも低いこと

が示された。さらに、面接調査の結果から、(1)リモートワーカーは、自宅で仕事をしているときの

方が仕事量が多く、 (2)通勤時間がなくなったことで生まれた時間を、仕事以外の活動ではなく

労働に充てていること、また(3)一部の短時間労働者は、短い勤務時間により高い集中力とエネ

ルギーを費やして成果をあげようとする傾向にあり、(4)雇用者が与えてくれたフレキシブルワー

クの恩恵に報いる必要性を感じていることが述べられている。加えて、リモートワーカーでないフ

ルタイム労働者は時間外勤務に関する正式な契約をしていたが、リモートワーカーの労働者で

正式な契約をしている者は35％にとどまっていると指摘している。このことから、柔軟な勤務形
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態は、より仕事の激化をもたらす一方で、それによって生じた時間外労働が非公式なものとして

扱われることを通して、長期的にワークライフバランスや幸福度などにマイナスの影響をもたら

す可能性について指摘している。しかし、このマイナスの影響については論文中で実証されて

いない。 

　Fealstead(2017)においても、技術進歩により仕事が空間的制約を失いつつあることを背景

に、リモートワークが7つの主観的指標（Working hard, Working beyond formal hours, 

Expending voluntary effort, Organisational commitment, Enthusiasm scale, Overall job 

satisfaction, Work-home spill-over）に対してどのような効果を及ぼすのかについて、イギリスの

Skills and Employment Surveyを使用した回帰分析を行っている。これによると、リモートワー

カーはノンリモートワーカーと比較して、仕事満足度や仕事への熱意、組織へのコミットメントが

有意に高いことが示された。他方、仕事をこなすために正式な労働時間を超えて働くことや、必

要以上に多くの努力をしていること、仕事と家庭の切り替えが難しいと回答する割合が有意に

高いことも示された。このことから、従業員がオフィス以外の場所で働けるような環境を整えるこ

とは、精神的健康に対して良い効果をもたらす一方、仕事の激化やオンオフの切り替えが困難

になるなどの犠牲を伴う可能性があることを指摘している。さらに別の研究では、休暇規定や柔

軟な勤務スケジュール、育児支援などの家族向けの政策が、組織にとっての生産性を最大化

するために採用され、それによって従業員の労働時間が増加し、仕事と家族の不均衡を悪化さ

せることも指摘されている（Jacobs and Gerson, 2004 ; Runte and Mills, 2004）。 

４．おわりに 

　働き方の柔軟性は、時間・場所・仕事の進め方のいずれにおいても、概ね労働者の精神的健

康にプラスの影響を及ぼしている。精神的健康において重要なのは、時短勤務や在宅勤務と

いった働き方の形態よりも、労働者が自律的に働き方を決定できるかどうかという点にある。たと

えば今般のコロナ禍では、政府による外出自粛要請に伴い、多くの組織で在宅勤務が進めら

れた。在宅勤務は従来、柔軟な働き方の一形態として認識されてきたものであるが、今般の在
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宅勤務は労働者が自律的に決定したものとは言えない側面がある。精神的健康にとっては、そ

れが強制された働き方であるのか、自ら選択した働き方であるのかが重要なファクターになる。

その意味で、ポストコロナ下での労働者の精神的健康を高めるために、雇用主はさまざまな働

き方の選択肢を整備するだけでなく、労働者の自律性を育成・支援するような介入も求められる

ようになるだろう。 

　一方、労働者は柔軟な働き方と引き換えに、より高い成果をあげなければならないという義務

感により、仕事の激化が生じていることがわかった。いくつかの研究では、このような仕事の激

化が長期的には労働者の精神的健康を悪化させる可能性を示唆している。しかし、この点につ

いてはデータによる実証がほとんど行われておらず、現時点では働き方の柔軟性が精神的健

康を良好にするという結論にとどまっている。生理学的に考えても、人間は無限に労働をするこ

とは不可能であるため、どれだけ柔軟性が高くとも、仕事の激化により労働時間や仕事量が一

定のレベルを超えた段階では、健康に悪影響を及ぼすと考えるのが自然である。このようなネ

ガティブな影響を実証するためには、柔軟性という側面だけでなく、労働時間や仕事量などの

「仕事の激化」に関連する指標を合わせて分析に導入し、これらがどのように関連し合って精神

的健康に影響しているのかを明らかにする必要がある。そのうえで、精神的健康を最大化させ

る労働時間を推定することも、本分野における新たな貢献になるだろう。 
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